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平成２０年 (ネ )第２９２９号 損害賠償控訴事件

準 備 書 面（壱）

控訴人 (第一審原告 ) m r k o n o

被控訴人 (第一審被告 ) 国

代表者法務大臣 保 岡 興 治

付属書類

(1)甲第 26 号証 1 通

(2)証拠説明書 1 通

平成２０年８月２６日

東京高等裁判所第 19 民事部ハイ係 御 中

記

第１ . 始 め に

以下においては、控訴人→私、被控訴人→国、木村富士子→富士子と略称し、そ

の他の用語についてはなお従前の例による。

第 2.控訴趣意書の追補

1.信託法は財産法である。したがって原審も認めるとおり、本件債権譲渡契約の債

務履行後に「何らかの財産的利益」が介入していなくてはならない。他方で、交換

契約は典型契約かつ自由契約であるから、本件債権譲渡は「恰も縁日 (高市 )の夜店

で露天商と物々交換したのと同じ」という事になり、対価の客観的交換価値・債務

の履行時期等も、公序良俗違反 (民法第 90 条 )等の事情が無い限り自由である。

しかるに原判決は国に与し (共謀し )、事実無根の憶測等によって純然たる交換契

約を、訴訟信託だと牽強付会してしまった。三百代言活動等とは「言語道断の名誉

毀損行為」と言わざるを得ない。なおここに事実無根の憶測とは、「被告から金銭の

支払を受けた場合にはその一部を支払う旨の約束があったのではないか」等、何ら

根拠もなく判断の基礎としている点を言う (証拠によらざる裁判 )。

前記のとおり，原告に対して本件債権譲渡をしなければならない事情のあった様子が見出

し難い木村が，原告の側からの譲受けの申出に応じて，原告と木村との間で，特段の対価的

給付を伴わない本件債権譲渡がされたことは，裏から見れば，原告は本件訴訟に勝訴し，被

告から金銭の支払を受けた場合にはその一部を支払う旨の約束があったのではないかとの

疑念を抱かせるものであるし・・(一審判決書 6 頁末行～7 頁 4 行目)
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2.「袖触れ合うも他生の縁」と言う。完結的な交換契約であっても、それを機縁に

「私的交流関係」が生じる事は現実の社会においては普通にある事であるから、債

権譲渡人である富士子と継続的な交友関係が生まれたとしても、法的問題はないと

いうべきである。したがって、今後富士子が自らの権利行使として訴訟を提起する

ことがあるなら、私も微力ながら無償支援を行う意志があることを付言する。

こういった利益状況に，信託法１１条の趣旨と解される弁護士代理の原則違反防止，三百

代言活動防止，濫用的訴訟提起防止，他人間の法的紛争に介入し，司法機関を利用して不当

な利益を得ることの防止等を図る観点を併せ勘案すれば，本件債権譲渡は，実質的に訴訟信

託禁止（信託法１１条）の趣旨に反するものというべきである。したがって，上記原告の主

張は採用できない。

４ よって，本件債権譲渡は，信託法１１条又は同条の趣旨に反するものであって，無効と

なるから，原告は，当初から本件損害賠償請求権について無権利ということになる。

したがって，仮に請求原因が認められるとしても，被告が主張する抗弁が認められ，原告の

請求には理由がないことになる。 (一審判決書 8 ページ 12 行目～23 行目 )

第 3.提出済み甲第 22 号証に明らかなとおり、裁判長生野考司が書記官をして私に

提出させた「住民票添付の住所変更届」の法的根拠が全く見出せない。法的根拠が

無いなら、裁判官 3 名と書記官が詐欺行為を共謀して行ったことになる。私を三百

代言呼ばわりする前に、まずこの点の法的根拠が示されなければならない (求釈明 )。

★刑法第 193 条（公務員職権濫用）

公務員がその職権を濫用して、人に義務のないことを行わせ、又は権利の行使を妨害した

ときは、二年以下の懲役又は禁錮に処する。

★刑法第 246 条（詐欺）

人を欺いて財物を交付させた者は、十年以下の懲役に処する。

2 前項の方法により、財産上不法の利益を得、又は他人にこれを得させた者も、同項と同様

とする。

第 4. 国家公益 (甲第 25,26 号証 )について

1.この甲第 25,26 号証は、本件実況見分調書の添付写真を拡大比較したものである。

これによれば本件バイクが「上から下に落とされた事実」が明白となる。

ちなみに甲第 25 号証のタイヤ痕を見ると、クマザサが截断されている。かなり

摩滅したゴムタイヤにより、繊維質の強靱なクマザサが截断される事などあり得な

い。したがって、本件事故現場・実況見分調書が「偽装・捏造されたものである」

という結論となる。そして提出済み他の甲号証等と相まって、本件交通事故現場が

偽装されたものである事実を不動のものとする (一目瞭然 )。

2.以上のような私の主張・立証について、国は何ら争うことなく、また有効な反論

を為し得なかった。ただ、虚偽公文書と覚しき乙第 1 号証を提出したのみである。

すなわち弁論の全趣旨により、自白の擬制 (民事訴訟法第 159 条 1 項 )が成立し、法

律上は私の勝訴でなくてはならなかったのである。
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★民事訴訟法第 159 条（自白の擬制）

当事者が口頭弁論において相手方の主張した事実を争うことを明らかにしない場合には、

その事実を自白したものとみなす。ただし、弁論の全趣旨により、その事実を争ったものと

認めるべきときは、この限りでない。

3.凡そ裁判というものは、国家の最終判断という権威のあるもので、警察・検察の

捜査及び公訴権の行使より以上に国家公益を図る最たるものである。したがって裁

判 (判決・決定 )以降において国民が、より明確に行動規範を読み取ることが出来る

ものでなくてはならないものと思料される。しかるに一審判決は国家公益を軽んじ

て、ただ実体審理を拒まんがために国に与し、純然たる債権譲渡を訴訟信託だと牽

強付会してしまった。

4.犯罪は最も国家社会の秩序を紊乱させる違法行為である。そして国家社会の秩序

を維持することが国家公益というなら、公益が私益に優先することは多言を要しな

いところである。そうであるなら、訴えの利益という私益を理由に明白な犯罪行為

の実体審理を拒んだ一審判決は、犯罪の消極的庇護隠蔽行為とすら評価される。

なお民主主義国家における公務員の違法行為ないし職務上の犯罪は、一般国民の

それ以上に厳しく糾弾されなくてはならないことに異論はないであろう。

第 5. 結 語

1.第 3.で述べたとおり、裁判官が詐欺行為まで行ったと感じた私は訴訟を続行する

意思を失い、そして富士子から譲受した権利の全てを無償返還 (甲第 24 号証 )し、訴

えを取り下げることにしたのである。

2.無償返還も完結的なものであり、私が今現在では無権利者であるのは事実である。

しかしながら、国が私の訴え取り下げに対し不同意書面を提出したので、不本意

ではあるが本訴訟を続行せざるを得なくなってしまった経緯がある。この国の不同

意を実質的にみれば、一審判決を是が非でも確定させ、一審裁判官達の正当な裁判

行為を装った詐欺行為他の違法行為を、庇護・隠蔽せんとするものと理解される。

したがって訴訟の勝敗は大した問題ではないが、この点だけは看過・隠蔽されては

ならない。私としては、一審判決は実質的には職務上の犯罪により捏造されたもの

であるから、無効ないし破棄されるのが法の正義だと思料する。

以上控訴人 m r k o n o


